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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期

第１四半期累計期間
第71期

第１四半期累計期間
第70期

会計期間
自 平成31年４月１日
至 令和元年６月30日

自 令和２年４月１日
至 令和２年６月30日

自 平成31年４月１日
至 令和２年３月31日

売上高 (千円) 2,167,073 1,904,003 15,565,255

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △135,156 △108,902 500,100

当期純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) △91,993 △73,699 326,950

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) 10,811 6,139 26,542

資本金 (千円) 840,687 840,687 840,687

発行済株式総数 (株) 650,000 650,000 650,000

純資産額 (千円) 6,020,189 6,277,367 6,413,928

総資産額 (千円) 8,874,030 9,028,753 10,006,167

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △145.82 △116.84 518.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 120.00

自己資本比率 (％) 67.8 69.5 64.1
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度における主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間における北海道経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で低迷が続いており、一

段と厳しい状況にあります。緊急事態宣言の解除を受け経済活動は再開し始めたものの、生産活動や住宅投資の

減少、個人消費は一部を除き大幅に減少、設備投資に加えて雇用情勢も弱含みとなるなど、今後の新型コロナウ

イルス感染症拡大の状況によっては、更なる経済活動の抑制も予想され、極めて不透明な状況が続いていくもの

と思われます。

このような環境のもと、当第１四半期累計期間の売上高は1,904,003千円で、当第１四半期累計期間に完成す

る大型案件が少なかった為、前年同期に比較して263,070千円の減収となりました。　

しかしながら、売上高減に伴う一次利益の減はあるも経費の削減により、損益につきましては、経常損失は

108,902千円(前年同期は135,156千円の経常損失)、四半期純損失は73,699千円(前年同期は91,993千円の四半期純

損失)と前年同期と比較して増益となりました。　

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① <屋内配線工事>

前期からの繰越案件の当第１四半期に完成する大型案件が少なかった為、当第１四半期累計期間の売上高は

1,369,488千円となり、前年同期比153,936千円(10.1％)の減収となりました。　

 

② <電力関連工事>

発変電工事の減少により、当第１四半期累計期間の売上高は318,045千円となり、前年同期比50,384千円

(13.7％)の減収となりました。　

 

③ <ＦＡ住宅環境設備機器>

ＦＡ機器物件及び設備機器物件の減少により、当第１四半期累計期間の売上高は164,477千円となり、前年

同期比84,703千円(34.0％)の減収となりました。　

 

④ <産業設備機器>

設備機器物件の増加により、当第１四半期累計期間の売上高は51,991千円となり、前年同期比25,954千円

(99.7％)の増収となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

当第１累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更はありません。

 
(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(5) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,280,000

計 2,280,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(令和２年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(令和２年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 650,000 650,000 札幌証券取引所
単元株式数は100株でありま
す。

計 650,000 650,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

令和２年４月１日～
令和２年６月30日

― 650,000 ― 840,687 ― 687,087
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(令和２年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

令和２年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 19,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 627,200 6,272 ―

単元未満株式 普通株式 3,600 ― ―

発行済株式総数 650,000 ― ―

総株主の議決権 ― 6,272 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式32株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

令和２年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社　北弘電社

札幌市中央区
北11条西23丁目2-10

19,200 ― 19,200 2.95

計 ― 19,200 ― 19,200 2.95
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(令和２年４月１日から令和２年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(令和２年４月１日から令和２年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和２年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和２年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 2,268,599 3,547,018

  受取手形及び売掛金 ※  1,254,049 ※  336,219

  完成工事未収入金 4,644,260 2,883,111

  商品 15,395 65,714

  未成工事支出金 123,835 530,113

  その他 247,431 139,150

  貸倒引当金 △2,500 △2,500

  流動資産合計 8,551,072 7,498,827

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 472,474 466,311

   その他（純額） 428,421 429,471

   有形固定資産合計 900,896 895,782

  無形固定資産 36,382 56,439

  投資その他の資産   

   投資有価証券 304,678 321,565

   その他 213,397 256,397

   貸倒引当金 △260 △260

   投資その他の資産合計 517,816 577,703

  固定資産合計 1,455,095 1,529,926

 資産合計 10,006,167 9,028,753

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,606,843 929,557

  工事未払金 582,142 661,205

  未払法人税等 209,567 9,729

  未成工事受入金 37,952 83,020

  賞与引当金 93,556 97,056

  工事損失引当金 23,923 20,458

  その他 421,288 315,689

  流動負債合計 2,975,275 2,116,716

 固定負債   

  退職給付引当金 528,230 528,621

  役員退職慰労引当金 53,200 54,000

  その他 35,533 52,048

  固定負債合計 616,963 634,669

 負債合計 3,592,238 2,751,385
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和２年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和２年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 840,687 840,687

  資本剰余金 687,108 687,108

  利益剰余金 4,912,694 4,763,303

  自己株式 △29,660 △29,660

  株主資本合計 6,410,829 6,261,438

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 3,098 15,929

  評価・換算差額等合計 3,098 15,929

 純資産合計 6,413,928 6,277,367

負債純資産合計 10,006,167 9,028,753
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成31年４月１日
　至 令和元年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和２年４月１日
　至 令和２年６月30日)

売上高   

 完成工事高 1,891,856 1,687,534

 商品売上高 275,217 216,469

 売上高合計 ※  2,167,073 ※  1,904,003

売上原価   

 完成工事原価 1,788,759 1,583,787

 商品売上原価 214,264 169,988

 売上原価合計 2,003,024 1,753,776

売上総利益   

 完成工事総利益 103,096 103,746

 商品売上総利益 60,952 46,480

 売上総利益合計 164,049 150,227

販売費及び一般管理費 317,164 274,228

営業損失（△） △153,115 △124,000

営業外収益   

 受取利息 448 431

 受取配当金 16,280 13,365

 その他 1,535 1,725

 営業外収益合計 18,264 15,522

営業外費用   

 支払利息 305 423

 その他 0 0

 営業外費用合計 305 423

経常損失（△） △135,156 △108,902

特別損失   

 固定資産除却損 － 408

 特別損失合計 － 408

税引前四半期純損失（△） △135,156 △109,311

法人税等 △43,162 △35,611

四半期純損失（△） △91,993 △73,699
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期累計期間

(自 令和２年４月１日 至 令和２年６月30日)

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性

を欠く結果となる場合は、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。
 

 

(追加情報)

　
当第１四半期累計期間

(自 令和２年４月１日 至 令和２年６月30日)

新型コロナウイルス感染症拡大は、経済・社会活動に大きな影響を及ぼしております。

　当社では、一部現場の短期的な休止や資材の納品遅れ等があったものの、その後速やかに現場作業が再開した

結果、工事及び商品売上に与える影響は極めて軽微にとどまりました。このような状況の下、現時点で入手可能

な情報に基づき、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損等の会計上の見積りを行っております。

　当社では、新型コロナウイルス感染症による経済・社会的な影響は今年度中に徐々に解消し、令和３年度には

従来の状況に戻ると仮定しております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、

今後の経済環境の変化等の影響により、工事の休止や資材の納品遅れ等が発生した場合は、今後の財政状態・経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、前事業年度有価証券報告書で記載した内容から重要な変更はあ

りません。
 

 

(四半期貸借対照表関係)
　
※　手形裏書譲渡高

 

  
前事業年度

(令和２年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和２年６月30日)

 受取手形裏書譲渡高 193,070千円 89,763千円
 

 

 

(四半期損益計算書関係)
　
※　売上高の季節的変動

前第１四半期累計期間（自　平成31年４月１日　至　令和元年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　令

和２年４月１日　至　令和２年６月30日）

当社の売上高は、主たる設備工事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中して

いるため、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高は

著しく多くなるといった季節的変動があります。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)
　

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

  
前第１四半期累計期間

(自　平成31年４月１日
至　令和元年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　令和２年４月１日
至　令和２年６月30日)

 減価償却費 14,364千円 16,799千円
 

　

(株主資本等関係)
　

前第１四半期累計期間(自 平成31年４月１日 至 令和元年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年６月26日 普通株式 75,703 120 平成31年３月31日 令和元年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 令和２年４月１日 至 令和２年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年６月25日 普通株式 75,692 120 令和２年３月31日 令和２年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)
　
　

 
前事業年度

(令和２年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和２年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 9,000千円 9,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 110,858千円 105,498千円
 

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成31年４月１日
至 令和元年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和２年４月１日
至 令和２年６月30日)

持分法を適用した場合の投資利益の金額 10,811千円 6,139千円
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(セグメント情報等)
　
【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成31年４月１日 至 令和元年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 合計
屋内配線
工事

電力関連
工事

ＦＡ住宅環
境設備機器

産業設備
機器

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,523,425 368,430 249,180 26,036 2,167,073 － 2,167,073

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 1,690 50,435 11,769 63,895 △63,895 －

計 1,523,425 370,120 299,616 37,806 2,230,969 △63,895 2,167,073

セグメント利益 49,785 53,311 53,634 7,317 164,049 － 164,049
 

(注) セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 令和２年４月１日 至 令和２年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 合計
屋内配線
工事

電力関連
工事

ＦＡ住宅環
境設備機器

産業設備
機器

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,369,488 318,045 164,477 51,991 1,904,003 － 1,904,003

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － 37,642 94,556 132,198 △132,198 －

計 1,369,488 318,045 202,119 146,547 2,036,202 △132,198 1,904,003

セグメント利益 78,058 25,688 38,966 7,514 150,227 － 150,227
 

(注) セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。
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(１株当たり情報)
　

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成31年４月１日
至 令和元年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和２年４月１日
至 令和２年６月30日)

１株当たり四半期純損失 145円82銭 116円84銭

 (算定上の基礎)   

四半期純損失(千円) 91,993 73,699

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純損失(千円) 91,993 73,699

普通株式の期中平均株式数(株) 630,860 630,768
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)
　

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

令和２年８月11日

 

株式会社北弘電社

取締役会 御中

 
EY新日本有限責任監査法人

札幌事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林  　　　達　 郎　　 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴  本   岳  志　　 印

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社北弘電

社の令和２年４月１日から令和３年３月31日までの第71期事業年度の第１四半期会計期間（令和２年４月１日から令和

２年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（令和２年４月１日から令和２年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北弘電社の令和２年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

　監査人は監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

株式会社北弘電社(E00306)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第１四半期累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

